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性能評価に関する質疑応答集 
(株)全国鉄骨評価機構 

本資料は、(株)全国鉄骨評価機構が実施している建築鉄骨溶接構造の性能評価に係る質疑につ

いてまとめたものです。 

 

＜質疑リスト＞   

項目名又は質疑にカーソル当て、「Ctrl ｷｰ」を押しながら左クリックすると該当箇所の回答にリンクします。

リンク先の ＜質疑リストに戻る＞ にカーソルを当てて「Ctrl ｷｰ」を押しながら左クリックすると質疑リス

トへ戻ることができます。 

項目名 質        疑 

1.性能評価共通事項 

・大臣認定 ・性能評価 

 

1)鉄骨製作工場の大臣認定とはどのような制度ですか。 

 2)鉄骨製作工場の性能評価とはどのようなものですか。 

 3)発注者側にとって大臣認定工場に鉄骨製作を発注するメリットを説明してく

ださい。  

 4)認定工場の認定書、指定書の位置づけ、記載内容の意味は。 

2.性能評価機関、評価基準類 1）(株)全国鉄骨評価機構（以下 全鉄評と略す）とはどのような位置付け、役

割を持つ会社なのか、指定性能評価機関とは。    

 2)指定性能評価機関になるための要件は。  

 3)性能評価業務規程、業務約款、業務方法書はどうすれば入手できるのか。 

 4)性能評価業務規程とはどのような規程ですか。  

 5)性能評価業務約款及び細則とはどのような規程ですか。  

 6)性能評価業務方法書とはどのような規程ですか。  

 7)性能評価基準とはどのような規程ですか。   

3.性能評価申込、認定進達 1)どのような手続きで評価、大臣認定を取得するのですか。 

 2）申請者と全鉄評の業務の契約について。   

 3）申請はどこに申し込めばよいのか。 

 4）申請書の受付のタイミングと期限はありますか。 

. 5）申請書の入手の方法は。 

 6）申請、評価の手数料は。 

 7）書類審査の様式は(株)日本鉄骨評価ｾﾝﾀｰと(株)全国鉄骨評価機構は統一された
ものですか。 

 8）申請に対して組合員と非組合員のメリット差はありますか。 

 9）認定手続きはどのようにするのですか。 

 10)書類審査から性能評価完了、その後の認定取得までの期間はどの位になるので
すか。   

4.性能評価、工場審査 1）性能評価はどのように実施されるのですか。全鉄評、鉄骨評価センターとも同
様な審査ですか。 

 2）工場審査はどのように行われるのですか。   

 3) 審査対応の準備はどのようにするのですか。   

 4)審査日を延期したい場合の手続きを教えてください。   

 5))申請を取り下げたい場合の手続きを教えてください。   

 6)改善要求が出た場合の対応はどうすれば良いですか。   

 7）工場審査・性能評価を行う評価員はどのような人ですか。第三者性の判断はど

うなるのですか。   

5.性能評価対象 1）グレードと製作可能範囲とは、グレードにより何が違うのか。 

 2）どのような工場が評価対象になるのですか。 

 3）柱梁接合部の完全溶込み溶接を行わない、ボルト接合のみを実施する工場は評
価の対象外ですか。 

 4）申請工場以外の複数の自社工場（以下「分工場」という）で一次加工品等を製
作している場合の扱いはどうなりますか。   

 5）分工場を申請工場と同一工場として取り扱える条件はどのようなものですか。 
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6.評価書、認定書の更新、変更 1）評価書、認定書の期限がありますか。更新はどうすればよいのですか。   

 2）評価、認定取得後に会社の倒産、合併、分割等があった場合はどうすればよい
のですか。 

 3）認定後、5年間の間で中間的チェックは行うのですか。 

 4）評価、認定を受けた後で、 
・会社名、社長名の変更 
・認定適用範囲の変更や、品質管理体制及び社内規格・基準、製造設備、検査設
備・機器等認定の内容に変更があったときの対応、手続きはどうするのですか。  

 5）適用違反の処理はどのようなものになるのですか。   

7.海外工場の取扱い 1）日本国内向けの鉄骨を、海外工場で製作する場合、鉄骨製作工場の性能評価、
大臣認定は必要でしょうか。   

 2）海外工場の性能評価の進め方、資格者等はどうするのですか。   

 3）海外工場の性能評価取得事例、認定工場の現状は。 

8.未認定工場、グレードを超え

る場合 

1）設計図書に認定工場の指定記載のない物件は未認定工場でも加工が可能です
か。   

 2）公共物件においては認定工場が必須の要件となりますか。また民間物件の確認
申請の場合では、特定行政庁から指導があることがありますか。  

 3）認定グレードの範囲を超える（強度、板厚等）物件は受注できないのか、適用
範囲外のものを製作することは絶対に認められないのですか。   

 4）適用範囲を超える板厚、鋼種グレードがある場合は加工できないのですか。 

9.評価基準(適用範囲) 1）審査の具体的な内容、判定基準はどうなっていますか。 

 2）審査における主要な条件はどのようなものですか。 

 3）グレード毎の製作数量的な規定は一切ないのですか。  

 4）性能評価の申請、評価基準では、鉄骨製作管理技術者等の管理技術者は最低の
要件を満たせばよいのですか。 

 5）鉄骨の製作実績リストに鉄骨以外の構造物をリストアップしてよいですか。 

 6）製作実績の板厚は申請グレードの最大の実績が必要ですか。 

 7）外注加工品の考え方。  

 8）製作外注先のグレード選定の考え方。   

 9）必要とされる製作実績、板厚実績の考え方と、実績リストへの記入についてど
うすれば良いのですか。   

 10）申請グレードの最大適用板厚の 1/2 程度の実績が無い場合の対応について。   

 11）当日の工場審査で、鉄骨（製作中）のものが無い場合の対応はどうすればよ
いですか。   

 12）仕口のみの製作を行っているような場合、評価の対象工場になりますか。ま
た、柱梁接合部でも隅肉溶接のみによる製作を行っている工場は評価の対象工場
になりますか。 

 13）適用範囲に記載の「作業条件」は「最低限この条件の作業が出来ていれば良
い」という意味ですか。 

10.評価基準(適用材料） 1）各グレード毎に使用できる鋼材の強度と板厚について。 

 2）ベースプレート及びダイアフラムの鋼種・板厚も制限対象となりますか。 
ダイアフラム、ベースプレート、パネルの板厚の考え方。  

 3）BCR,BCP と同等な材料が出ているがこの材料の取扱いはどうすればよいです
か。   

 4）建築基準法第 37 条大臣認定品（形鋼、厚板、鋼管等）の取扱いについて。 

 5）鋼材の強度区分の考え方について（400N,490N,520N 鋼）。   

 6）建築基準法第 37 条による鋳造ダイアフラム等の認定品の強度、板厚の考え方。   

 7）強度グレードが同じでも降伏点強度が JIS 規格材と異なる材料（例えば降伏強
度が高い大臣認定材料等）の取扱いについての注意点はありますか。 

 8）各グレードが使用できる溶接材料はどのようなものか。 

 9）JIS 規格の外国産ワイヤ(YGW-11 等）は使用してもよいですか。 

 10）400N 級に YGW18 のワイヤを使用してもよいですか。 

 11）ＳＴコラム、Gコラムの取扱いについて。  
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11.評価基準(資格者関連） 1）管理技術者、溶接技能者の人数は評価基準には反映されないのですか。 

 2)各グレードで要求される管理技術者の最低限の数は。 

 3）社内外注者を管理者、技能者として算入してよいですか。   

 4)各グレードで要求される鉄骨製作管理技術者の要件について。  

 5)各グレードで要求される溶接管理技術者の要件について。 

 6)各グレードで要求される製品の品質、検査に関する検査管理技術者の要件につ

いて。 

 7)Ｐ.Ｔ（浸透探傷）の資格者は不要ですか。  

 8)材料管理責任者の資格は必要ですか。 

 9)鉄骨工事管理責任者及び 1級建築施工管理技士は何ら使用出来ないですか。 

 10)鉄骨製品検査技術者、鉄骨製作管理技術者の資格取得方法(講習会、試験）。 

 11)WES 溶接管理技術者の資格取得方法、非破壊試験技術者の資格取得方法。 

 12)溶接を全てロボットで行わせる予定ですが、溶接有資格者は必要ですか。   

 13)品質管理責任者は製作管理技術者や溶接管理技術者と兼務が出来ますか。   

12.評価基準(溶接管理関連） 1)入熱とパス間温度の管理手法は、工場毎の社内基準として運用して良いですか。 

 2)入熱とパス間温度の設定はどのような根拠で規定されていますか。 

 3)パス間温度管理の判定は、誰がどのように評価するのですか。評価員がどのよ

うに判定するのですか。 

 4)パス間温度管理の明示をするだけで、記録を取る必要はないのですか。柱―梁

接合部の全箇所の記録が必要ですか。   

 5)製作要領書に記載する場合、例えば 490N 一 YGW-11、15、30KJ/cm、パス間温度

250℃以下、各板厚、溶接姿勢において、このような規程でよいですか。具体例を

のせるべきですか。 

 6)溶接入熟に対する適切な層数とパス数の判定基準があれば示してください。 

 7)電流・電圧は具体的にどこで測定するのですか。 

 8)表面温度計の測点は溶接部のどこになりますか。 

 9)パス間温度が規定値よりオーバーした場合どのように対処すれば良いのです

か。   

 10)BH、BT、BOX 等のパス間温度の検査表は必要ですか。 

13.評価基準(社内基準） 1)製作要領書作成基準及び製作要領書の中の「製作管理技術者、溶接管理技術者、

検査管理技術者」について、具体的には何を記載するのですか。  

 2)工作図のなかに溶接基準図、継手基準図はすべてのグレードで必要ですか。 

 3)製作要領書、工作基準、検査基準、外注管理基準等の作成マニュアルはないで

すか。   

 4)訂正処理等、施工工程に準じて CAD 上に記録されていれば良いですか。 

 5)製作要領書作成基準とはどのような内容のものですか。 

 6)社内基準の整備について、JASS6 等の写しでも問題ないですか。   

 7)溶接が適切に実施できる作業環境について具体的に示してください。 

 8)基準類の適宜、適切な改定について具体的に示してください。  

 9)ミルシート及び各種検査記録の保管期間はどのようにすべきですか。   

 10)社内教育項目を具体的に例示してください。 

14.評価基準（設備） 1)現在使用していない設備の定期点検、始業点検は必要ですか。 

 2)設備及び検査設備の点検の記録は必要ですか。 

 3)H 形鋼開先加工専用機は必須ではないですか。 

 4)AW 検定者と溶接ロボットの評価はないのですか。 

 5)溶接ロボットでの溶接についてどのように考えればよいですか。   

 6)工場の規模、設備、溶接機器関係の数量等は評価基準には反映されないのです

か。 

 7)使用電力量は評価しないのですか。 

 8)鋸盤等は Rグレードに必要ですか。 

 9)H グレードのクレーンの設備の要件として、５t/台×２とは隣り合っている必

要がありますか。   

 10)クレーンの台数、能力、種類等の必要事項はないのですか。 

 11)Ｍ・Ｈグレードの「組立台の活用」の対象は全ての部材、構造体ですか。 
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15.評価基準（検査） 1)検査台について、検査専用ヤード及び台が必要ですか。  

 2)Ｐ.Ｔの資格者は不要ですか。  

 3)外観検査において、法制化されたアンダーカットについての具体的な内容を教

えてください。 

 4)超音波探傷検査が不可能な薄板の時は検査は不要ですか。 

 5)J グレードでＵＴ検査は必須ですか。 

 6)「作業者がチェックしている」という記述の場合は、記録は必要ないのですか。 

 

 

7)プレハブ住宅用鉄骨部材は、見込み生産であり工事名と合致は生産面で不明だ

が、工程検査の記録はどのように考えればよいのですか。 

 8)工作図、検査記録等の保管は 1年分でよいのですか。 

 9)設計図書で超音波検査指定がない場合は記録なしで良いのか。それとも自主検

査を行う必要があるのですか。 

 10)検査を行うのは、溶接部ですか。ボルト孔も検査に入りますか。   

 11)Ｒ,Ｊグレードにおける組立検査について評価基準ではどのようなことを要求

しているのですか。記録が必要ですか。   

 12)出荷指示が適切に行われていることはどのようなことを意味するのですか。   

 13)製品検査の対象物に小梁は含まれるのですか。 

16．その他 1)生産実績は評価の項目にはならないのですか。 

 2)認定を取得している工場数はどの程度ですか（各グレード別に）。 

 3)認定工場の検索の方法、各地域ごとに調べる方法を教えてください。 

 4)H23 年 4 月に性能評価基準が見直されているが変更点のポイントはどのような

ことですか。 

 5)性能評価機関として、評価基準の見直しはどのように行うのですか。ユーザー

から要望を出すことができますか。   

17.申請時によくある質問 1)「製作実績リスト（JSAO-５）に「耐震工事（耐震補強枠付きブレース）」は加

えていいのですか。 

 2）隅肉溶接は実績になりますか。 

 3）工場審査では、「製作実績リスト」にあげているすべての物件について、関連

書類を用意するのですか。 

 4)申請時に必要な登記簿謄本は取得後、何か月前まで有効ですか。 

 5)外注管理基準は、外注の実態に即したものだけで良いのか。例えば超音波検査

のみを外注している場合は、超音波検査のみでいいのですか。   

 6）Ｍグレードで、外注していない場合は、外注管理責任者と外注管理基準はなく

てもいいのですか。   

 7）代表者が変った時の手続きを教えて下さい。また、代表者が変更された認定書

の再発行はできますか。   

 8)溶接資格はＳＡとＡを組合せてもいいのですか。 

 9）Ｈグレードの溶接の資格は、ＳＡ－３ＨとＡ－３ＶまたはＡ－３ＨとＳＡ－３

Ｖの組合せはＯＫですか。 

 10）品質管理責任者（申請書の「JSAO-４ 品質管理組織図及び製作工程図」中の

品質管理組織図の最上位者）の兼務について具体的に説明ください。   

 11）Ｍグレードの当該管理担当者は、品質管理体制①～⑧との兼務は可能ですか。    

 12）Ｒグレードで超音波資格がレベル１の時は外注管理責任者及び基準は必要で

すか。 

 13）超音波検査管理技術者で、ＪグレードはＮＤＩ（レベル２）なのに、なぜＲ

グレードはＮＤＩ（レベル１）になっているのですが。 

 14）評価を受審中に申請書に記載している資格者が資格期限を迎えました。資格

者の資格更新が完了したのでどうすればよいですか。   

 

＜質疑リスト トップに戻る＞ 

 

15）認定書、指定書が届くまでの間、看板等の認定番号の欄はどうしたらいいの

ですか。   

 16)資格者は正社員を要求されているが、正社員はどのような雇用の種類ですか。

また役員や 65 歳以上の場合についてはどのような書類を申請書に添付するので

すか。  
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＜性能評価に関する質疑応答集＞ 

項目名 質        疑 回        答 

1. 

性能評価共通

事項 

・大臣認定 

・性能評価 

 

 

＜質疑リスト

に戻る＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1)鉄骨製作工場の大臣認定と
はどのような制度ですか。 

鉄骨製作工場の大臣認定とは、「鉄骨製作工場において溶接され
た鉄骨の溶接部の性能」を、国土交通大臣が認定するものです。 

建築基準法の法体系のなかでは、建設省告示 1464 号において、
鉄骨の溶接接合部の品質確保を規定していますが、これを具体的
に実現するためのものです。 

http://www.zentetsuhyo.co.jp/appraise/nintei.html 

 

2)鉄骨製作工場の性能評価と
はどのようなものですか。   

「性能評価」とは、上記大臣認定のための審査を行うに当たり、
指定性能評価機関がその溶接部の性能に対する評価を行うもの
です。 

「性能評価」は、建築基準法第 68 条 26（構造方法等の認定）第
3 項に基づく業務であり、鉄骨製作工場において製作された鉄骨
溶接部の性能について、同法施行規則第 1 条の 3（確認申請書の
様式）第 1 項に規定されている国土交通大臣の認定を受けるため
に必要な評価の審査を行うものです。 

3) 発注者側にとって大臣認
定工場に鉄骨製作を発注する
メリットを説明してください。   

鉄骨製作工場の大臣認定制度は、施主、設計者、施工者にとって
次のような意義があります。 

発注者は、鉄骨製作の難易度に応じたグレードの大臣認定工場に
発注することで、適切な品質、構造性能が確保された鉄骨造建築
を実現することができます。 

具体的には、 

①認定工場で鉄骨を製作することにより、鉄骨の適正な品質の確
保、特に溶接部の性能、信頼性が確保されます。 

②建物の規模、使用鋼材に応じたグレードの認定工場を採用する
ことにより、構造安全性（耐震性）に優れた鉄骨が約束されます。 

③鉄骨製作工場が保有すべき技術力、設備能力、品質管理能力等、
公的に認知された性能評価基準に基づき、第三者（学識経験者）
による性能評価及び大臣認定を取得した工場として認められま
すので、発注者側から見て大きな安心感があります。 

 公共建築の鉄骨工事はもとより、民間の工事においても、鉄骨
製作工場の選定において、認定取得は必須の条件と考えられてい
ます。 

4) 認定工場の認定書、指定書
の位置づけ、記載内容の意味
は。  

 

・認定書；鉄骨製作工場において溶接された鉄骨の溶接部が所定
の性能を満足していることを国土交通大臣が認定しています。 

・指定書；確認申請の際に認定書の写しを添えることによって省
略できる図書が溶接部に係る構造詳細図であることを国土交通
大臣が指定しています。 

詳細は認定書、指定書（ｻﾝﾌﾟﾙ）の内容をご確認ください。 

http://www.zentetsuhyo.co.jp/appraise/ninteisyo_popup.html 

http://www.zentetsuhyo.co.jp/appraise/siteisyo_popup.html 

 

2.  

性能評価機関、
評価基準類 

 

 

 

＜質疑リスト

に戻る＞ 

 

1）(株)全国鉄骨評価機構（以下 
全鉄評と略す）とはどのような
位置付け、役割を持つ会社なの
か、指定性能評価機関とは。    

 

・全鉄評は、国土交通大臣が指定した鉄骨製作工場の製造能力に
ついて評価を行う「指定性能評価機関」です。 

性能評価とは、上記大臣認定のための審査を行うに当たり、指定
性能評価機関がその溶接部の性能に対する評価を行うものです。 

・指定性能評価機関；大臣認定のためには、審査が必要ですが、
この審査は対象となる溶接部の性能に関する評価に基づいて行
うことが法律で定められています。その性能評価は、指定された
性能評価機関が行うことができます。 

 

2)指定性能評価機関になるた
めの要件は。   

 

指定性能評価機関の資格要件等については、建築基準法第 77

条の 56 の規程に定められている。詳細は国土交通省の省令で指
定のための要件が定められています。 

3）性能評価業務規程、業務約
款、業務方法書はどうすれば入
手できるのか。 

当社のホームページからダウンロードしてください。 

http://www.zentetsuhyo.co.jp/appraise/regulation.html 

4)性能評価業務規程とはどの
ような規程ですか。  

性能評価業務規程は、性能評価業務の実施方法を法に基づき定
めたもので、性能評価業務の基本となる規程です。 

（建築基準法第 77 条の 56 第 2 項において準用する法 77 条の

http://www.zentetsuhyo.co.jp/appraise/nintei.html
http://www.zentetsuhyo.co.jp/appraise/ninteisyo_popup.html
http://www.zentetsuhyo.co.jp/appraise/siteisyo_popup.html
http://www.zentetsuhyo.co.jp/appraise/regulation.html
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45 第 1 項前後の規定で指定性能評価機関を申請する場合に「性
能評価業務規程」を定めて国土交通大臣の認可を受けたもので
す。） 

http://www.zentetsuhyo.co.jp/grade/pdf/grade_b.pdf 

5)性能評価業務約款及び細則
とはどのような規程ですか。  

性能評価業務約款は、性能評価業務規程に基づき評価業務の実
施に必要な事項を定めています。細則は、性能評価業務規程、性
能評価業務約款で定めた性能評価業務の実施に必要な補足事項
を定めています。 

http://www.zentetsuhyo.co.jp/grade/pdf/grade_b.pdf 

6)性能評価業務方法書とはど
のような規程ですか。  

性能評価の技術基準を定めたものです。 

http://www.zentetsuhyo.co.jp/appraise/pdf/houhousyo.pdf 

 

7)性能評価基準とはどのよう
な規程ですか。   

性能評価業務方法書で定められた評価基準を、各グレード毎に
具体的に示しています。 

http://www.zentetsuhyo.co.jp/grade/menu02.html 

3. 

性能評価申込、
認定進達 

 

 

＜質疑リスト

に戻る＞ 

 

1)どのような手続きで評価、大
臣認定を取得するのですか。   

 

申請から性能評価、大臣認定までの手続きについては、当社
のホームページをご覧ください（鉄骨製作工場の性能評価に係
わるフロー）。 

http://www.zentetsuhyo.co.jp/appraise/application.html 

2）申請者と全鉄評の業務の契
約について。   

申請者と全鉄評の業務契約に係る事項は性能評価業務約款、約
款細則に規定しています。申請者と全鉄評は、全鉄評が申請者か
らの申請書を受け付けた日付を持って業務の契約を交わし、性能
評価書の交付、又は性能評価書の交付ができない旨の通知書の交
付をもって終了します。 

3）申請はどこに申し込めばよ
いのか。 

全構協組合員の場合は各県組合事務局、組合員以外の方は全鉄
評に直接申し込んでください。 

http://www.zentetsuhyo.co.jp/appraise/shinsei.html 

4）申請書の受付のタイミング
と期限はありますか。 

全鉄評は前期（4 月）と、後期（10 月）受付、及び中間受付（7

月）の３回の受付ﾀｲﾐﾝｸﾞがあります。ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞに受付時期を掲載
しています。 

http://www.zentetsuhyo.co.jp/appraise/schedule.html 

5）申請書の入手の方法は。 全鉄評のﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞからﾀﾞｳﾝﾛｰﾄﾞしてください。 

http://www.zentetsuhyo.co.jp/appraise/shinsei.html 

6）申請、評価の手数料は。 

 

建築基準法施行規則の規定に基づき規定されています（建築基
準法施行規則第１１条の２の３第３項第４号の規定（別表第二）、
第１条の３第１項第１号イ、同号ロ（１）及び（２）並びに同項
の表３の各項の認定に係る評価（図書省略））。グレード毎の評価
手数料は性能評価業務約款をご覧ください。なお、性能評価手数
料は法定料金となっており、消費税等はかかりません。 

http://www.zentetsuhyo.co.jp/appraise/pdf/yakkan.pdf 

7）書類審査の様式は(株)日本鉄
骨評価ｾﾝﾀｰと(株)全国鉄骨評価
機構は統一されたものですか。 

評価基準は全く統一されています。 

8）申請に対して組合員と非組
合員のメリット差はあります
か。 

基本的にはありません。なお、組合に加入されていると、組合
から受験用基準類の説明、受験指導等も含めて有益なサービスを
受けることができます。 

9）認定手続きはどのようにす

るのですか。 

 

性能評価が完了すれば、工場は性能評価書を添えて大臣認定の
手続きをおこないます。通常、評価機関が工場からの委任を受け
てこの手続きを代行します。国土交通省/建築指導課は、大臣認
定申請書と評価書を審査して認定書を発行します。 

http://www.zentetsuhyo.co.jp/appraise/application.html 

10)書類審査から性能評価完
了、その後の認定取得までの期
間はどの位になるのですか。   

評価申請から性能評価完了まで、約 6 か月、大臣認定審査に約 3

ケ月程度かかります。 

4. 

性能評価、工場
審査 

 

1）性能評価はどのように実施
されるのですか。全鉄評、鉄骨
評価センターとも同様な審査
ですか。   

 

鉄骨製作工場の性能評価に係わるフローはホームページをご覧
ください。 

http://www.zentetsuhyo.co.jp/appraise/application.html 

①まず、鉄骨製作工場は、所定の書式の「申請書」により性能評
価の申し込みをします。申請書に問題がなければ、正式に受理さ
れます。 

・指定性能評価機関による実際の審査においては、審査員（評価 

http://www.zentetsuhyo.co.jp/grade/pdf/grade_b.pdf
http://www.zentetsuhyo.co.jp/grade/pdf/grade_b.pdf
http://www.zentetsuhyo.co.jp/appraise/pdf/houhousyo.pdf
http://www.zentetsuhyo.co.jp/grade/menu02.html
http://www.zentetsuhyo.co.jp/appraise/application.html
http://www.zentetsuhyo.co.jp/appraise/shinsei.html
http://www.zentetsuhyo.co.jp/appraise/schedule.html
http://www.zentetsuhyo.co.jp/appraise/shinsei.html
http://www.zentetsuhyo.co.jp/appraise/pdf/yakkan.pdf
http://www.zentetsuhyo.co.jp/appraise/application.html
http://www.zentetsuhyo.co.jp/appraise/application.html
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＜質疑リスト

に戻る＞ 

 

 

 

 

 

 

員）が工場に出向き、申請工場が評価基準を満足していることを
審査します。そして、品質管理体制、基準類の整備状況、設備機
器の内容と管理状況さらに実際に製作中の鉄骨の加工、組立、溶
接及び検査方法が評価基準、社内基準にそって実施されている
か、工場の製作実施状況を確認します。 

②工場審査結果を評価員会（全鉄評は地区毎に設置）に諮り、適
合・不適合の判定を審議し、適合の工場に性能評価書を発行しま
す。 

以上、審査の進め方は、基本的には２社ともほぼ同じです。 

2）工場審査はどのように行わ
れるのですか。   

工場審査では、担当の審査員（評価員等）2 名が工場に出向き、

性能評価基準に規定された審査の項目にそって審査を行います。 

http://www.zentetsuhyo.co.jp/grade/kijyun_J.html 

 

3) 審査対応の準備はどのよう

にするのですか。   

工場審査では、性能評価基準に規定された審査の項目にそって

審査が行われます。審査内容は下記のホームページにグレード別

に記載されていますので、審査を受ける工場は事前に評価基準の

内容を確認し、必要な資料を整え、審査がスムーズに進むように

しておいてください。 

http://www.zentetsuhyo.co.jp/grade/kijyun_J.html 

 

加工、組み立て、溶接中の品質管理についての確認をするため、

溶接審査当日には製作中の鉄骨があることが必要です。審査当日

に、製作中の鉄骨がない場合は、事前にモックアップを準備して

審査を受けることになります。詳細は下記をご覧ください。 

http://www.zentetsuhyo.co.jp/appraise/pdf/naiki.pdf 

4)審査日を延期したい場合の

手続きを教えてください。   

工場の都合により審査日を延期したい場合、全鉄評に延期理由、

延期審査希望日を記載した「延期申請書」を提出してください。

全鉄評は、評価員と審査日を、一定の期間内で再調整を行い、工

場に延期審査スケジュールを連絡します。 

5))申請を取り下げたい場合の

手続きを教えてください。   

全鉄評に「取り下げ申請書」を提出してください。組合員の場合

は組合経由で提出してください。 

http://www.zentetsuhyo.co.jp/grade/pdf/grade_d.pdf 

6)改善要求が出た場合の対応

はどうすれば良いですか。   

業務規程第 9 条の 4 にあるとおり、審査において改善の余地があ

る不備事項がある場合、改善要求書が評価員から出されます。申

請工場は、約款細則第 8 条の規定により、一定の期限までに改善

を行い、全鉄評に報告書を提出しなければなりません。評価員が

改善の内容について適合かどうかを判断します。 

http://www.zentetsuhyo.co.jp/grade/pdf/grade_d.pdf 

7）工場審査・性能評価を行う

評価員はどのような人ですか。

第三者性の判断はどうなるの

ですか。   

指定性能評価機関の評価員の要件は「建築基準法に基づく指定資

格検定機関等に関する省令（平成 11 年建設省令第 13 号）」の第

64 条に規定されています。評価員は大学教授を中心にした、制

限業種を兼務していない第三者の学識経験者です。その選任と資

格要件は業務規程の第 14 条に規定されています。 

5. 

性能評価対象 

 

 

＜質疑リスト

に戻る＞ 

 

1）グレードと製作可能範囲と
は、グレードにより何が違うの
か。 

 

鉄骨製作工場は、建物の規模、使用鋼材、板厚等により、J、
R、M、H、S の 5 つに類別に認定されています。 

・Ｊグレードは、3 階以下、床面積 500m2以下、400N 級鋼材で 

板厚 16mm 以下 

・Ｒグレードは、5 階以下、床面積 3000m2以下、490N 級以下 

の鋼材で板厚 25mm 以下 

・M グレードは、490N 級以下の鋼材で板厚 40mm 以下 

・H グレードは、520N 級以下の鋼材で板厚 60mm 以下 

・Ｓグレードは、制限なし。 

詳細は下記をご覧ください。 

http://www.zentetsuhyo.co.jp/grade/index.html 

 

 

2）どのような工場が評価対象
になるのですか。 

鉄骨製作工場の性能評価では、溶接接合を用いた柱梁接合部を有
する建築鉄骨及び工作物を対象にしています。具体的には以下の

http://www.zentetsuhyo.co.jp/grade/kijyun_J.html
http://www.zentetsuhyo.co.jp/grade/kijyun_J.html
http://www.zentetsuhyo.co.jp/appraise/pdf/naiki.pdf
http://www.zentetsuhyo.co.jp/grade/pdf/grade_d.pdf
http://www.zentetsuhyo.co.jp/grade/pdf/grade_d.pdf
http://www.zentetsuhyo.co.jp/grade/index.html
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鉄骨の製作を行っている工場が対象になります。 

建築鉄骨(耐震補強用枠付きﾌﾞﾚｰｽを含む)、プレハブ住宅用鉄
骨、立体駐車場、階段、鉄塔、煙突、ボイラーフレーム、広告塔、
高架水槽、遊戯施設、その他の工作物、コンベア架台、ラック鉄
骨 

 

 

 

 

 

 

3）柱梁接合部の完全溶込み溶
接を行わない、ボルト接合のみ
を実施する工場は評価の対象
外ですか。   

 

性能評価の対象鉄骨は、溶接接合を用いた柱梁接合部を有する建
築鉄骨及び工作物を対象にしています。このため柱梁接合部で完
全溶込み溶接を有さない鉄骨、例えばボルト接合の鉄骨、隅肉溶
接のみの鉄骨、柱梁溶接部を有さない鉄骨を製作する工場あるい
は鉄骨は評価の対象外になります。 

4）申請工場以外の複数の自社
工場（以下「分工場」という）
で一次加工品等を製作してい
る場合の扱いはどうなります
か。   

分工場と申請工場が同一工場として取り扱えない場合は、購入品
あるいは外注加工品として管理し、溶接構造物を製作する場合
は、単独の工場として性能評価、認定が必要です。 

5）分工場を申請工場と同一工

場として取り扱える条件はど

のようなものですか。   
 

1)申請工場の総務、経理及び品質等の管理組織が、分工場も含め

一体として統括管理・運営されていること。 

2)同一単位の各工場の機能分担が明確で鉄骨製作上補完関係に

あると認められていること。 
3)分工場は、申請工場から直線距離で 10.0km 程度の範囲に位置
していること。 

6. 

評価書、認定書
の更新、変更 

 

 

1）評価書、認定書の期限があ
りますか。更新はどうすればよ
いのですか。 

   

評価書の有効期限は 5 年間です。このため、認定書も 5 年間と

なります。更新する場合は、有効期限以内に改めて性能評価を受

け、認定を取得することになります。 

2）評価、認定取得後に会社の
倒産、合併、分割等があった場
合はどうすればよいのですか。   

 

現状の認定内容からの変更が生じた場合は、性能評価業務約款細

則 第 13 条、14 条、15 条の規定に基づき、全鉄評に届出が必

要です。変更内容によっては、改めて性能評価を受け認定の取得

が必要な場合があります。個別の案件については速やかに全鉄評

にご相談ください。 

＜質疑リスト

に戻る＞ 

 

 

 

3）認定後、5 年間の間で中間

的チェックは行うのですか。   

 

性能評価機関としての中間チェックは行いませんが、評価・認定
時の品質管理体制を確実に維持していくようにしてください。品
質管理体制等の変更があった場合は、性能評価業務約款細則の規
定により、評価機関への届出が必要です。 

4）評価、認定を受けた後で、 

・会社名、社長名の変更 

・認定適用範囲の変更や、品
質管理体制及び社内規格・基
準、製造設備、検査設備・機
器等認定の内容に変更があっ
たときの対応、手続きはどう
するのですか。 

  

性能評価業務約款細則 第 14 条の規定に基づき、全鉄評に届
出が必要です。認定適用範囲の変更、品質管理体制等の変更の場
合は、全鉄評の性能評価運営委員会での審議をへて、改めて性能
評価が必要か、一定期間内での改善の実施が必要であるかを通知
します。 

なお、会社名、社長名の変更についてはﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞに公表していま
す。 

http://www.zentetsuhyo.co.jp/search/search_history.html 

5）適用違反の処理はどのよう
なものになるのですか。   

認定外行為や、品質管理体制の不適合等の違反行為について改

善がなされなかった場合には、国土交通大臣に報告するととも

に、当該工場が性能評価基準に適合しない旨を公表し、認定工場

名簿から削除します。 

http://www.zentetsuhyo.co.jp/search/index.html 

7. 

海外工場の取
扱い 

 

 

＜質疑リスト

に戻る＞ 

 

1）日本国内向けの鉄骨を、海外
工場で製作する場合、鉄骨製作
工場の性能評価、大臣認定は必
要でしょうか。   

海外工場で日本国内向けの鉄骨を製作するにあたり、発注者か
ら、建築基準法第 68 条 26 の構造方法等の大臣認定取得を要求
される可能性があります。海外の工場でも、鉄骨製作工場の性能
評価を受けて、大臣認定が取得できますのでご検討ください。 

2）海外工場の性能評価の進め

方、資格者等はどうするのです

か。   

海外の工場の場合も、国内と全く同じ審査を行います。性能評価

基準に基づき、日本語で審査書類作成をしていただき、審査も日

本語で行います。工場審査も国内同様に現地に評価員が出向き実

施します。管理技術者、溶接技能者資格も、性能評価基準で規定

した日本の資格要件になります。 

 3）海外工場の性能評価取得事
例、認定工場の現状は。 

下記のホームページで海外の工場をご覧ください。 

http://www.zentetsuhyo.co.jp/search/index.html 

http://www.zentetsuhyo.co.jp/search/search_history.html
http://www.zentetsuhyo.co.jp/search/index.html
http://www.zentetsuhyo.co.jp/search/index.html
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8. 

未認定工場、グ
レードを超え
る場合 

 

＜質疑リスト

に戻る＞ 

 

1）設計図書に認定工場の指定
記載のない物件は未認定工場
でも加工が可能ですか。   

個別の物件毎に確認申請で鉄骨製作工場の加工能力及び品質
管理能力等の証明となる資料を提出し、審査を受けることになり
ますが、建築基準法上は可能です。 

2）公共物件においては認定工
場が必須の要件となりますか。
また民間物件の確認申請の場
合では、特定行政庁から指導が
あることがありますか。   

 

国土交通省大臣官房官庁営繕部監修「公共建築工事標準仕様書」
では、鉄骨製作工場について工場の加工能力等の証明となる資料
を提出することになっています。この証明が認定書になります。
また、同上営繕部監修「建築工事監理指針」では大臣認定をうけ
た鉄骨製作工場が明確に位置づけられています。このように、公
共建築工事では、大臣認定を持つ鉄骨製作工場の起用は必須と言
っても過言ではないと思われます。民間物件においても、同様な
取扱いになると考えています。 

 3）認定グレードの範囲を超え
る（強度、板厚等）物件は受注
できないのか、適用範囲外のも
のを製作することは絶対に認
められないのですか。   

大臣認定の範囲を超える物件（規模、鋼材強度、板厚等）は、
認定工場として製作することは認定外行為となりますので、原則
としてできません。 

なお、個別の物件毎に確認申請で鉄骨製作工場の加工能力及び品
質管理能力等の証明となる資料を提出し審査を受けることにつ
いては、全鉄評の鉄骨製作工場の性能評価、大臣認定の適用範囲
外として明確に区別してください。 

4）適用範囲を超える板厚、鋼
種グレードがある場合は加工
できないのですか。   

 

大臣認定の適用範囲を超える物件を、認定工場として製作する
ことは認定外行為となりますので、原則としてできません。適用
範囲を超える板厚、鋼種グレードを外注加工することも認定外行
為になります。 

なお、全体の一部の鉄骨を受注する場合は、自社の認定グレー
ド範囲で加工可能な範囲のみを受注、製作することになります。 

9. 

評価基準(適用

範囲) 

 

 

＜質疑リストに

戻る＞ 

 

1）審査の具体的な内容、判定
基準はどうなっていますか。 

全鉄評の評価員が、実際に申請工場に出向いて書類及び工場審
査（製作中の鉄骨の審査）が行われます。審査の内容は各グレー
ド毎に規定されており、ホームページで公開されています。 

http://www.zentetsuhyo.co.jp/appraise/pdf/houhousyo.pdf 

http://www.zentetsuhyo.co.jp/grade/menu02.html 

 

2）審査における主要な条件は
どのようなものですか。       

以下の点が審査のポイントです。 

①品質管理責任者が組織上明確に位置付けられている。 

②当該グレードの資格要件を満たす製作管理技術者、溶接管理
技術者、検査管理技術者及び溶接技能者等が適切に配置されて
いる。 

③製作工程上の品質管理箇所と各技術者等の役割・分担が明確
である。 

④ ④社内基準、製造設備及び検査設備の内容が当該グレードの必
須条件を満足している。 

⑤工作基準及び検査基準等の通りに、実際の作業及び諸管理が
実施されている。 

1) ⑥品質管理が組織的且つ有効に機能している。 

2) ⑦良好な品質の鉄骨製品を安定的且つ継続的に製作することが
できる。 

⑧適切な社内教育が実施されている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3）グレード毎の製作数量的な

規定は一切ないのですか。   

 

評価基準、認定書には数量規定はありません。ただし、各グレー
ドには建物規模、板厚、鋼材の強度クラスの制限等や、グレード
ごとに管理者資格、必要設備（ｸﾚｰﾝ等）要求が異なるため、技術
的に対応可能な鉄骨製作規模は制約がかかることになります。 

4）性能評価の申請、評価基準
では、鉄骨製作管理技術者等の
管理技術者は最低の要件を満
たせばよいのですか。 

規定している資格者数が配置されていれば問題ありません。 

3)  

5）鉄骨の製作実績リストに鉄
骨以外の構造物をリストアッ
プしてよいですか。 

性能評価基準の中に記載された「対象鋼構造物」のみリストア
ップ出来ます。 

6）製作実績の板厚は申請グレ
ードの最大の実績が必要です
か。  

 

申請時から過去 5年間の間に申請グレードの最大板厚の 1/2の
板厚の実績が必要です。実績が無い場合、十字試験体を製作して
工場審査時に確認を受けることになります。 

http://www.zentetsuhyo.co.jp/appraise/pdf/naiki.pdf 

 

http://www.zentetsuhyo.co.jp/appraise/pdf/houhousyo.pdf
http://www.zentetsuhyo.co.jp/grade/menu02.html
http://www.zentetsuhyo.co.jp/appraise/pdf/naiki.pdf
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＜質疑リスト

に戻る＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜質疑リスト

に戻る＞ 

 

7）外注加工品の考え方。   

 

コラム、プレート及び H 形鋼等の素材の切断、開先加工、穴
明け加工については購入品とし、材料管理扱いとします。 

BH、BT、BOX 等は、溶接加工がなされた外注加工品として扱
います。このため、外注管理責任者は、当該工事の製作要領書等
（工作図、工作基準、検査基準等）を添付して鋼材、溶接材料、
溶接条件等の指示を行い発注します。製作実施中には、素材加工、
組み立て、溶接の各工程でのﾁｪｯｸを行ないます。この場合、外注
先の溶接条件（入熱、ﾊﾟｽ間温度等）の記録も確認します。製品
の受入れ時には、外注先の製品検査記録に基づき検査を行い、受
入れ検査記録表を作成します。 

8）製作外注先のグレード選定
の考え方。   

言うまでもありませんが、受注元は自社で取得している認定グレ
ードの適用範囲内のもの（例えば鋼種及び板厚等）を受注します。
この物件の一部を製作外注する場合、受注元は、外注先のグレー
ドの適用範囲内でその当該グレードの鉄骨製作工場に発注する
ことができます。例えば、R グレードの場合、490Ｎ級以下の鋼
材で、板厚が 25ｍｍ以下であれば同じＲグレードだけではなく、
上位の M,H グレードへの発注も可能です。 

9）必要とされる製作実績、板
厚実績の考え方と、実績リスト
への記入についてどうすれば
良いのですか。   

まず、申請の直近の 12 か月間で、完全溶込み溶接部位を有す
る柱梁接合部がある物件の実績が必ず 1 件以上必要です。実績リ
スト（書式 JSAO-5）に実績として記入します。次に、実績リス
トのなかに、申請グレードの最大適用板厚の 1/2 程度の実績が無
い場合、過去 5 年まで遡って該当する板厚を有する実績を確認し
てください（書式 JSAO-5 の右下の表 （ロ）1 年超～5 年以内 
の欄に実績として記入）。過去 5 年間においても最大適用板厚の
1/2 程度の実績が無い場合は、所定の板厚を有する十字試験体の
製作が必要です。工場審査においては十字試験体で当該板厚の溶
接に関する技量が確認されます。 

なお、審査では、実績リストに記載した物件について、加工図、
製品検査記録、超音波探傷検査記録等を準備しておく必要があり
ます。 

審査における製作内容の確認の詳細は下記のホームページを
ご覧ください。 

http://www.zentetsuhyo.co.jp/appraise/pdf/naiki.pdf 

http://www.zentetsuhyo.co.jp/appraise/pdf/shinsei_01.pdf 

 

10）申請グレードの最大適用板
厚の 1/2程度の実績が無い場合
の対応について。   

完全溶込み溶接部位を有する十字試験体の製作を行います。工
場審査においては十字試験体の製作で適用板厚の溶接に関する
技量が確認されます。試験体製作要領の詳細はホームページに掲
載しています。 

http://www.zentetsuhyo.co.jp/appraise/pdf/naiki.pdf 

11）当日の工場審査で、鉄骨（製
作中）のものが無い場合の対応
はどうすればよいですか。   

工場審査当日に鉄骨（柱・梁接合部又は耐震補強枠付きブレー
ス）が受注物件又は自社物件として無い場合は、全鉄評と事前協
議の上、モックアップの自社製作（板厚は各グレードの最大板厚
の 1/2 程度以上）が必要です。詳細はホームページで内容を確認
してください。 

http://www.zentetsuhyo.co.jp/appraise/pdf/naiki.pdf 

12）仕口のみの製作を行ってい
るような場合、評価の対象工場
になりますか。また、柱梁接合
部でも隅肉溶接のみによる製
作を行っている工場は評価の
対象工場になりますか。 

基本的には、柱梁接合部が対象となるので、仕口のみの製作は、
評価の対象になりません。また、柱梁接合部でも隅肉のみによる
製作する工場も評価の対象にはなりません。 

13）適用範囲に記載の「作業条
件」は「最低限この条件の作業
が出来ていれば良い」という意
味ですか。 

その通りです。 

10. 

評価基準(適用

材料） 

1）各グレード毎に使用できる
鋼材の強度と板厚について。 

性能評価基準では、各グレード毎に適用可能な鋼材の強度クラ
スと板厚の規定を設けています。例えば R,M グレードでは鋼材
強度クラスは 490N 級まで、また板厚は、R グレードでは 25mm

以下（ダイアフラム等は別途規定）、M グレードで 40mm 以下（ダ
イアフラム等は別途規定）です。各グレード毎の詳細な適用範囲

http://www.zentetsuhyo.co.jp/appraise/pdf/naiki.pdf
http://www.zentetsuhyo.co.jp/appraise/pdf/shinsei_01.pdf
http://www.zentetsuhyo.co.jp/appraise/pdf/naiki.pdf
http://www.zentetsuhyo.co.jp/appraise/pdf/naiki.pdf
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はホームページをご覧ください。 

http://www.zentetsuhyo.co.jp/appraise/pdf/naiki.pdf 

2）ベースプレート及びダイア
フラムの鋼種・板厚も制限対象
となりますか。 

ダイアフラム、ベースプレー
ト、パネルの板厚の考え方。   

 

通しダイアフラム（開先なし）及びベースプレート（認定品含
む）は、グレード毎に使用できる板厚を定めています。 

通しダイアフラム板厚は、各グレードで定めた最大板厚（開先を
とる側の板厚）の２サイズアップで定めています。 

ベースプレート、パネルの板厚については、溶接方法と鋼材の強
度に応じて最大板厚が定められています。詳細はホームページで
内容を確認してください。 

http://www.zentetsuhyo.co.jp/appraise/pdf/naiki.pdf 

 

 

＜質疑リスト

に戻る＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜質疑リスト

に戻る＞ 

 

 

 

3）BCR,BCP と同等な材料が
出ているがこの材料の取扱い
はどうすればよいですか。   

 

「BCR 及び BCP 並びに同等の材料」として扱える同等の材料と
は、建築基準法第 37 条認定を取得し、第三者の指定性能評価機
関が「建築構造用角形鋼管としての性能を認めたもの」です。 

具体的な要件は以下の通りです。 

①冷間成形角形鋼管評価基準（（財）日本建築センター 1994.11 
ビルディングレター掲載）に基づきその規格が定められ、柱材と
しての必要な性能（材料、溶接部性能、部材性能）が確認され、
建築基準法第 37 条による国土交通大臣認定を取得しているこ
と。 

②平成 20 年 9 月 30 日 国土交通省告示第 1164 号、平成 19 年
9 月 27 日 国土交通省告示第 1226 号、平成 20 年 9 月 30 日 国
土交通省告示第 1164 号（国交告第 593 号第一号）、平成 19 年 5

月 18 日 国土交通省告示第 594 号に規定された「日本工業規格
G3466（一般構造用角形鋼管）-2006 に適合する角形鋼管」以外
の分類に記載された性能を有する材料として、第三者の指定性能
評価機関が認めたもの。 

4）建築基準法第 37 条大臣認定
品（形鋼、厚板、鋼管等）の取
扱いについて。   

 

1）建築基準法 37 条第二項による認定材料（形鋼、厚板、鋼管等）
については、性能評価基準の強度区分に該当するグレードにお
いて使用可能とします。 

2）認定材料の取扱いは、一般のＪＩＳ材料と区別して識別管理
を行い、製作することが重要です。このため、これらの材料は「社
内基準を超える設計図書の要求品質材料」とし、製作方法につい
て事前に設計者、発注者と十分な協議を行い、製作要領書等に反
映させるものとします。 

5）鋼材の強度区分の考え方に
ついて。 

（400N,490N,520N 鋼）。   

 

性能評価基準で対象にしている建築構造用鋼材は、建築基準法
第 37 条（建築材料の品質）に定める指定建築材料の内、一項の
国土交通大臣の指定する日本工業規格に適合するもの、及び二
項の国土交通大臣の認定品です。性能評価基準における鋼材の
強度クラスの 400Ｎ、490Ｎ、520Ｎ鋼とは、法 37 条の一、二
項に該当する鋼材の引張り強度の値で区別しており、この強度
区分をﾍﾞｰｽに各性能評価のグレード毎の使用の可否を判断しま
す。なお、使用の可否の判断においては、下記の点に留意が必
要です。 

 性能評価基準における「別記 2」の表で鋼材の種類ごとに示し
ている溶接材料、溶接条件は告示 1464 号の規定（溶接金属とし
ての強度）を確保できる条件を示しています。この規程の根拠に
なっているものは、JIS Z 3312、3313 に示される溶接金属
の強度規定と溶接条件です。告示 1464 号、性能評価基準、JIS 
Z 3312,3313で対象とされた材料は SS,SM,SN等の JIS規格材
です。 

6）建築基準法第 37 条による鋳
造ダイアフラム等の認定品の
強度、板厚の考え方。   

37 条認定を取得した鋳鍛鋼品等（ベースプレート、柱梁接合部
金物、梁貫通補強金物等）については、性能評価基準の各グレー
ド適用範囲に規定されている強度の範囲で使用可能です。 

これらの製品は SN 材と同等とされているものが殆どですが、
降伏点強度の実態を確認し、溶接部のアンダーマッチングが生じ
ないよう注意してください。 

鋳鍛鋼品等は変断面の形状になっているものもありますが、板
厚については、グレード別適用範囲に規定されている範囲を原則
とします。なお、板厚に応じた適切な予熱を行うことなど、「社内
基準を超える設計図書の要求品質材料」として材料への対応方法
を設計者、発注者と十分な検討をしたうえで、製作要領書等に反

http://www.zentetsuhyo.co.jp/appraise/pdf/naiki.pdf
http://www.zentetsuhyo.co.jp/appraise/pdf/naiki.pdf
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映させるものとします。 

7）強度グレードが同じでも降
伏点強度が JIS 規格材と異な
る材料（例えば降伏強度が高い
大臣認定材料等）の取扱いにつ
いての注意点はありますか。   

 

建築基準法第 37 条の二項による認定材では、引張り強さのグレ
ードは同じでも、降伏点又は降伏耐力が、同グレードの JIS 材よ
り高い等、機械的性質が異なっているものがあります。このよう
な材料については、鉄骨製作において溶接部の強度がアンダーマ
ッチングになっていないことや、その材料の認定書に付属する溶
接施工要領等が、性能評価基準に規定された溶接条件に適合して
いることを確認した上で使用することとします。具体的な溶接条
件についてはメーカーに確認ください。 

8）各グレードが使用できる溶
接材料はどのようなものか。 

性能評価基準では、鋼材の種類に対応して、使用できる溶接材料
と入熱、パス間温度を規定しています。自社のグレードに適用で
きる鋼材種類に対応した溶接材料と溶接条件を検討してくださ
い。 

http://www.zentetsuhyo.co.jp/grade/pdf/grade.pdf 

9）JIS 規格の外国産ワイヤ
(YGW-11 等）は使用してもよ
いですか。 

使用可能です。 

10）400N 級に YGW18 のワイ
ヤを使用してもよいですか。 

評価基準の溶接条件で使用可能です。 

11）ＳＴコラム、G コラムの取
扱いについて。  

ＳＴコラムはすでに製造が中止になっている材料（メーカーに確
認済）で再び製造する見込みがないとのことから、取扱いを今後
検討します。G コラムはまだ製造されており、当面、現状の取扱
いとします。 

11. 

評価基準(資格
者関連） 

 

 

 

 

 

＜質疑リスト

に戻る＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1）管理技術者、溶接技能者の
人数は評価基準には反映され
ないのですか。 

性能評価基準では、各グレードで要求されている資格を有する管
理技術者、溶接技能者を満足していれば、人数は評価対象にはな
りません。ただし、評価グレード、生産規模、加工物件の難易度
に応じて、適切な規模の管理技術者、溶接技能者が必要なことは
言うまでもありません。 

2)各グレードで要求される管
理技術者の最低限の数は。 

J、R グレードでは、管理技術者が保有する資格に応じて、グレー

ド毎に管理技術者の兼務を認めています。他の管理技術者との兼

務の可否については性能評価基準を確認ください。 

http://www.zentetsuhyo.co.jp/grade/pdf/grade_saisyu.pdf 

 

3）社内外注者を管理者、技能
者として算入してよいですか。   

必須で求める管理技術者、技能者は正社員でなければなりませ
ん。正社員でない外注者を、必須で求める管理技術者、技能者と
して算入することは出来ません。 

4)各グレードで要求される鉄
骨製作管理技術者の要件につ
いて。  

鉄骨製作の全般を総合的に管理する製作管理技術者として、最
低 1 名の正社員が必要です。 

・J,R グレードでは鉄骨製作管理技術者 2 級の資格者、 

・M,H,S グレードでは鉄骨製作管理技術者 1 級の資格者になり
ます。 

なお、各グレードの資格要件と、他の管理技術者との兼務の可否
については性能評価基準を確認ください。 

http://www.zentetsuhyo.co.jp/grade/pdf/grade_saisyu.pdf 

5)各グレードで要求される溶

接管理技術者の要件について。 

溶接設計から溶接作業までの品質を管理する溶接管理技術者
として、最低１名の正社員が必要です。 

なお、各グレードの資格要件と、他の管理技術者との兼務の可
否については性能評価基準を確認ください。 

http://www.zentetsuhyo.co.jp/grade/pdf/grade_saisyu.pdf 

6)各グレードで要求される製

品の品質、検査に関する検査管

理技術者の要件について。 

製品の品質、検査に関する検査管理技術者として、Ｊグレード
を除き最低 1 名の正社員が必要です。 

なお、各グレードの資格要件と、他の管理技術者との兼務の可
否については性能評価基準を確認ください。 

http://www.zentetsuhyo.co.jp/grade/pdf/grade_saisyu.pdf 

7)Ｐ.Ｔ（浸透探傷）の資格者は
不要ですか。  

必須ではありません。 

8)材料管理責任者の資格は必
要ですか。 

必要ありません。 

http://www.zentetsuhyo.co.jp/grade/pdf/grade.pdf
http://www.zentetsuhyo.co.jp/grade/pdf/grade_saisyu.pdf
http://www.zentetsuhyo.co.jp/grade/pdf/grade_saisyu.pdf
http://www.zentetsuhyo.co.jp/grade/pdf/grade_saisyu.pdf
http://www.zentetsuhyo.co.jp/grade/pdf/grade_saisyu.pdf
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＜質疑リスト

に戻る＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

9)鉄骨工事管理責任者及び1級

建築施工管理技士は何ら使用

出来ないですか。 

建築工事の現場主体の資格のため、鉄骨の工場製作における必須
資格に認められていません。 

10)鉄骨製品検査技術者、鉄骨

製作管理技術者の資格取得方

法(講習会、試験）。 

下記の全構協のﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞで確認ください。 

http://www.jsfa.or.jp/bus_profile/g_kanri.html 

http://www.jsfa.or.jp/bus_profile/g_kensa.html 

 

11)WES 溶接管理技術者の資

格取得方法、非破壊試験技術者

の資格取得方法。 

下記のﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞで確認ください。 

http://www.jwes.or.jp/index.html#shikaku 

http://www.jsndi.jp/qualification/ 

12)溶接を全てロボットで行わ

せる予定ですが、溶接有資格者

は必要ですか。   

自動溶接やロボット溶接を行う工場では、それぞれの溶接機器に
対応した溶接技能者資格が必要です。ロボット溶接作業者は、少
なくとも JIS Z 3841 の基本となる級の有資格者が必要とな
ります。 

13)品質管理責任者は製作管理

技術者や溶接管理技術者と兼

務が出来ますか。   

品質管理責任者と製作管理技術者等との兼務は出来ません。品
質管理責任者は品質管理業務に責任を負う者であり、製作管理技
術者や溶接管理技術者等の実際に業務を実施する管理者とは同
一の人物ではないことが品質管理の基本的な考え方です。 

ただし、M,R,J グレードについては、一定の条件のもとで緩和
措置を行っています。詳細は、全鉄評にお問い合わせください。 

12. 

評価基準 

(溶接管理関連） 

 

 

 

 

 

 

＜質疑リスト

に戻る＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1)入熱とパス間温度の管理手

法は、工場毎の社内基準として

運用して良いですか。 

基準値〔例えば 40kJ/cm、350℃以下(許容範囲も含めて）〕内
であれば、基本的には、工場毎の基準で運用してもらいます。 

2)入熱とパス間温度の設定は

どのような根拠で規定されて

いますか。   

 

 

性能評価基準で規定された入熱とパス間温度は、JIS Z 

3312(平成 11 年 11 月 20 日改正）に基づいています。 

これらのバックデータについては、建築学会の「鉄骨工事技術
指針（工場製作編）」の 5.4.5 溶接入熱・パス間温度 を参照
ください。 

3)パス間温度管理の判定は、誰

がどのように評価するのです

か。評価員がどのように判定す

るのですか。 

評価員が、審査における資料と、実際の製作の審査において確認

します。 

 

4)パス間温度管理の明示をす

るだけで、記録を取る必要はな

いのですか。柱―梁接合部の全

箇所の記録が必要ですか。   

記録は必須ではありませんが、パス間温度管理をやっている事を
評価員に納得させる必要はあります。 

5)製作要領書に記載する場合、

例えば 490N 一 YGW-11、15、

30KJ/cm、パス間温度 250℃以

下、各板厚、溶接姿勢において、

このような規程でよいですか。

具体例をのせるべきですか。 

使用する全ての鋼種と溶接材料の組合せについて、板厚、溶接
姿勢毎に具体的に明示する必要があります。 

6)溶接入熟に対する適切な層

数とパス数の判定基準があれ

ば示してください。 

性能評価基準の入熱、パス間温度の規定をもとに溶接試験を実施

して自社の溶接にあった標準を作成ください。積層方法は鉄骨工

事技術指針（工場製作編）等を参考にして各社で検討して下さい。 

7)電流・電圧は具体的にどこで

測定するのですか。 

溶接電源に付いているメーターでなく、溶接ホルダーの手元で測

定して下さい。 

8)表面温度計の測点は溶接部

のどこになりますか。 

当該溶接線の中央部で、開先を取った側の縁から 10mm です。 

9)パス間温度が規定値よリオ

ーバーした場合どのように対

処すれば良いのですか。   

規定値よリオーバーした場合、当該溶接部を除去して、再溶接す

る必要があります。 

http://www.jsfa.or.jp/bus_profile/g_kanri.html
http://www.jsfa.or.jp/bus_profile/g_kensa.html
http://www.jwes.or.jp/index.html#shikaku
http://www.jsndi.jp/qualification/
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10)BH、BT、BOX 等のパス間

温度の検査表は必要ですか。 

外注管理扱いとして外注先に管理方法を指示、確認するともに受

け入れ検査時に記録を確認する必要があります。 

 

13. 

評価基準(社内

基準） 

 

 

1)製作要領書作成基準及び製

作要領書の中の「製作管理技術

者、溶接管理技術者、検査管理

技術者」について、具体的には

何 を 記 載 す る の で す か 。

  

それぞれの職務内容(役割、分担）、責任範囲、該当者名及び保有

資格内容を記載して下さい。 

 

 

 

 

＜質疑リスト

に戻る＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2)工作図のなかに溶接基準図、

継手基準図はすべてのグレー

ドで必要ですか。 

Ｒグレード以上の工場は、工作図又は加工図のなかに溶接基準

図、継手基準図が必要です。 

3)製作要領書、工作基準、検査

基準、外注管理基準等の作成マ

ニュアルはないですか。   

建築学会の標準仕様書や、全構協が会員の教育用に作成している

資料を参考に、自社の実態に即したものを作成してください。 

4)訂正処理等、施工工程に準じ

て CAD 上に記録されていれば

良いですか。 

出力された、訂正履歴のわかる工作図が必要です。 

5)製作要領書作成基準とはど

のような内容のものですか。 

工事毎の製作要領書を作成するための社内手順作成要領等をま

とめたものです。 

6)社内基準の整備について、

JASS6 等の写しでも問題ない

ですか。   

基本的には JASS6 は建築学会の標準仕様書であるため、各社の

製作実態に即した社内基準を作成することが望まれます。 

7)溶接が適切に実施できる作

業環境について具体的に示し

てください。 

電撃（感電）防止対策、アーク光に対する遮光対策、ヒューム対

策、防風対策、溶接棒、溶接ワイヤの管理 等が適切になされて

いることです。 

8)基準類の適宜、適切な改定に

ついて具体的に示してくださ

い。  

基準類の改訂の項目、時期、内容が明記されていることです。 

9)ミルシート及び各種検査記

録の保管期間はどのようにす

べきですか。   

ミルシート及び各種検査記録の保管期間は 5 年が適当である

と考えます。 

なお「現品証明書（ﾐﾙｼｰﾄの所定事項を転記したリスト）」はﾐﾙｼ

ｰﾄと同等扱いとします。 

10)社内教育項目を具体的に例

示してください。 

具体的な事例としては以下のとおりです。 

安全作業についての教育、設計図書を理解するための教育、製作

要領書に記載された品質要求項目に関する教育、品質向上のため

の教育、建築鉄骨構造に関する基本的な知識、新技術取得のため

の教育等。 

14. 

評価基準（設

備） 

 

 

 

＜質疑リスト

に戻る＞ 

 

1)現在使用していない設備の

定期点検、始業点検は必要です

か。 

 

必須設備でなければ、不要です。 

 

 

2)設備及び検査設備の点検の

記録は必要ですか。 

 

製造設備は始業時点検及び定期点検を適切に実施することが規

定されています。点検記録簿等で点検実績記録を残してください。

検査設備も始業前調整及び定期点検を行い、点検記録を残してく

ださい。 

3)Ｈ形鋼開先加工専用機は必

須ではないですか。 

必須ではありません。 

4)AW 検定者と溶接ロボットの

評価はないのですか。 

評価対象ではありません。 

 

5)溶接ロボットでの溶接につ

いてどのように考えればよい

ですか。   

 

性能評価基準では、溶接ロボットでの溶接は「（社）日本ロボッ

ト工業会による建築鉄骨溶接ロボットの型式認証条件」に従うこ

とを規定しています。 
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6)工場の規模、設備、溶接機器

関係の数量等は評価基準には

反映されないのですか。 

各グレードで要求されている設備を満足していることは必要で

すが、工場の規模、機器等の数量等は評価対象ではありません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

7)使用電力量は評価しないの

ですか。 

製作数量は評価の対象ではないため、使用電力量は評価対象で

はありません。 

8)鋸盤等は R グレードに必要

ですか。 

性能評価基準の規定として、R グレード以上は必須設備となって

います。 

9)H グレードのクレーンの設

備の要件として、５t/台×２と

は隣り合っている必要があり

ますか。   

H グレードについては、10t/台 1 以上又は 5t 以上/台×2 台以上

としています。H グレードの場合、10t に近い鉄骨製品の楊重は

必要と考えられます。このため、5ｔ以上のクレーンであれば 2

台以上でかつ同一棟屋内にて隣接して設置され、相吊りにより

10t 以上の楊重が可能であることを意図しています。 

10)クレーンの台数、能力、種

類等の必要事項はないのです

か。 

クレーン能力以外は特に規定していません。 

11)M・H グレードの「組立台

の活用」の対象は全ての部材、

構造体ですか。 

主柱(間柱を除く）及び加工度の高い梁等が対象です。 

15. 

評価基準（検

査） 

 

 

 

 

＜質疑リスト

に戻る＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜質疑リスト

に戻る＞ 

 

 

 

 

 

 

 

1)検査台について、検査専用ヤ

ード及び台が必要ですか。

  

水平(レベル）を確保出来る常設の検査架台が必要です。 

2)P.T の資格者は不要ですか。

  

必須ではありません。 

3)外観検査において、法制化さ

れたアンダーカットについて

の具体的な内容を教えてくだ

さい。 

 

 

 

 

告示第 1464 号二（イ）-(3）で、アンダーカットに関して次の

ように定められています。 

「0.3 ミリメートルを超えるアンダーカットは、存在してはなら

ない。ただし、アンダーカット部分の長さの総和が溶接部分全体

の長さの 10 パーセント以下であり、かつその断面が鋭角的でな

い場合にあっては、アンダーカットの深さを 1 ミリメートル以下

とすることができる。」 

4)超音波探傷検査が不可能な

薄板の時は検査は不要ですか。 

板厚 6mm 未満であれば検査不要です。 

5)J グレードで UT 検査は必須

ですか。 

全てのグレードにおいて、社内の UT 検査は必須です。客先側の

受け入れ検査による代替は出来ません。 

6)「作業者がチェックしてい

る」という記述の場合は、記録

は必要ないのですか。 

作業者がきちんと確認してチェックしている形跡があること

を目視で確認できれば、記録がなくても良いです。例えば、工作

図や現物への書き込み等です。 

7)プレハブ住宅用鉄骨部材は、

見込み生産であり工事名と合

致は生産面で不明だが、工程検

査の記録はどのように考えれ

ばよいのですか。 

生産管理上の管理番号又は仮名称等を考えて下さい。 

8)工作図、検査記録等の保管は

1 年分でよいのですか。 

評価対象は過去 1 年分です。工作図、検査記録等の保管期間とし

ては、5 年分が適当であると考えます。 

9)設計図書で超音波検査指定

がない場合は記録なしで良い

のか。それとも自主検査を行う

必要があるのですか。 

評価基準に定められている検査(計数選別型の 2 回抜取検査）が、

自主検査として必要です。 

 

10)検査を行うのは、溶接部で

すか。ボルト孔も検査に入りま

すか。   

工場審査では鉄骨製作の一連の加工の品質管理について審査を

行います。ボルト接合部の穴明け、摩擦面処理については審査項

目に含まれています。 

11)R,J グレードにおける組立

検査について評価基準ではど

のようなことを要求している

のですか。記録が必要ですか。   

組立検査は、極めて重要な工程内検査です。M グレード以上は、

組立検査について製品検査技術者による社内中間検査として位

置付けています。検査基準のなかに検査項目及び要領を明記し、

検査記録を残しておく必要があります。R,J グレードは、製作工

程内の組立作業者の確認項目となります。チェック記録を残すこ
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とが望ましいですが、組立精度、組立溶接等に問題ないか、工程

内での確認、チェックがなされていることがわかるようにしてく

ださい。 

12)出荷指示が適切に行われて

いることはどのようなことを

意味するのですか。   

出荷指示とは、検査管理技術者が当該製品のすべての社内検査

（手直し後の再検査を含む）が完了していることを確認した上

で、発送担当者に対してその当該製品の検査完了情報を伝達し

て、建方現場への出荷準備を指示することです。社内検査完了の

確認方法については、検査管理技術者による社内検査完了の適切

な確認方法を明確に規定し、当該製品の製品検査記録に記入して

全検査が完了し、発送可能という情報を発送担当者へ確実に伝達

されるようにしていなければなりません。 

13)製品検査の対象物に小梁は

含まれるのですか。 

 

物件毎に仕様書で規定されると思いますが、一般的な製品検査と

しては、柱と大梁は全数を対象とし、小梁は抜き取りになってい

ます。 

16． 

その他 

 

 

 

＜質疑リスト

に戻る＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1)生産実績は評価の項目には

ならないのですか。   

 

 

 

製作トン数及び物件数そのものは評価対象ではありませんが、

申請グレードのレベルに対応した実績が要求されます。 

性能評価の申請では、申請時点までの過去 12 か月間の加工実績

リストが必要です。実績リストのなかに、申請グレードの最大適

用板厚の 1/2 程度の実績（柱梁接合部が完全溶込み溶接であるも

の）があることが要求されます。 

2)認定を取得している工場数

はどの程度ですか（各グレード

別に）。 

当社のホームページにデータを掲載しています。 

http://www.zentetsuhyo.co.jp/search/factory.html 

3)認定工場の検索の方法、各地

域ごとに調べる方法を教えて

ください。 

当社のホームページにデータを掲載しています。 

http://www.zentetsuhyo.co.jp/search/index.html 

4)H23 年 4 月に性能評価基準

が見直されているが変更点の

ポイントはどのようなことで

すか。 

H23 年 4 月に性能評価基準が見直されています。 

見直しのポイントは以下のとおりです。 

1)適用範囲の鉄骨製作に要求される品質管理体制 

 ・グレード別の資格要件参照 

2)工場の実態を重視した評価内容 

 ・工場の実態に即した組織及び有資格管理技術者の配置 

 ・工場の実態に即した社内基準（品質管理体制、生産設 

  備・機器、製作の実施状況に整合した社内基準） 

3)鉄骨製作実績を重視した評価； 

 ・鉄骨製作実績の確認（実績最大板厚：適用最大板厚の 

  1/2 以上） 

4)その他 

 ・入熱・パス間温度規定を JIS Z 3312 及び JIS Z 3313 にあわ

せた。   

http://www.zentetsuhyo.co.jp/grade/pdf/grade_e.pdf 

5)性能評価機関として、評価基

準の見直しはどのように行う

のですか。ユーザーから要望を

出すことができますか。   

評価基準類は、鉄骨製作に係る技術的なニーズに対応して見直し

を行っていきたいと考えています。業務規程、業務約款、業務方

法書の変更は、国土交通大臣の認可が必要となります。 

17. 

申請時によく

ある質問 

 

 

 

 

 

1)「製作実績リスト（JSAO-５）

に「耐震工事（耐震補強枠付き

ブレース）」は加えていいので

すか。 

構いません。その工事内容が実績リスト中の、階数、延べ面積等

に該当しないものであれば、製作実績リスト中の建物概要の入力

は「―」で結構です。 

 

2）隅肉溶接は実績になります

か。 

隅肉溶接の物件も実績になりますが、「完全溶込み溶接接合を用

いた柱梁接合部を有する建築鉄骨及び工作物」の実績が隅肉溶接

の物件以外に更に最低１件必要です。詳しくはホームページの

「鉄骨製作工場審査における製作内容の確認について」を参考に

して下さい。 

http://www.zentetsuhyo.co.jp/appraise/pdf/naiki.pdf 

 

http://www.zentetsuhyo.co.jp/search/factory.html
http://www.zentetsuhyo.co.jp/search/index.html
http://www.zentetsuhyo.co.jp/grade/pdf/grade_e.pdf
http://www.zentetsuhyo.co.jp/appraise/pdf/naiki.pdf
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＜質疑リスト

に戻る＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜質疑リスト

に戻る＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3）工場審査では、「製作実績リ

スト」にあげているすべての物

件について、関連書類を用意す

るのですか。 

リストにあげた物件は、原則としてすべて用意して下さい。 

 

4)申請時に必要な登記簿謄本

は取得後、何か月前まで有効で

すか。 

原則として、取得後 3 ヶ月までのものとしています。 

5)外注管理基準は、外注の実態

に即したものだけで良いのか。

例えば超音波検査のみを外注

している場合は、超音波検査の

みでいいのですか。   

J,R グレードは、外注作業の実態（例えば工作図のみ外注であれ

ば工作図の外注管理基準を作成）に応じて外注管理基準を作成し

てください。M グレード以上は、①工作図作成業務、②製作業

務、③検査業務の３種類について工場の実態に対応した外注管理

基準を作成して下さい 

6）Ｍグレードで、外注してい

ない場合は、外注管理責任者と

外注管理基準はなくてもいい

のですか。   

将来的な対応を含むものとして、Ｍ以上は必須です。 

7）代表者が変った時の手続き

を教えて下さい。また、代表者

が変更された認定書の再発行

はできますか。   

評価中の場合は「変更届」を速やかに全鉄評へ提出してください。

認定された工場は「報告書」をまず組合にご提出下さい。認定書

の再発行はできませんが、ホームページの「大臣取得工場の検索」

中の「変更状況一覧表」にて変更後の情報を公開しています。 

http://www.zentetsuhyo.co.jp/search/search_history.html 

8)溶接資格はＳＡとＡを組合

せてもいいのですか。 

組合せはできません。ＳＡかＡのどちらかで統一して下さい。 

9）Ｈグレードの溶接の資格は、

ＳＡ－３ＨとＡ－３Ｖまたは

Ａ－３ＨとＳＡ－３Ｖの組合

せはＯＫですか。 

組合せはできません。ＳＡかＡのどちらかで統一して下さい。 

 

 

 

10）品質管理責任者（申請書の

「JSAO-４ 品質管理組織図

及び製作工程図」中の品質管理

組織図の最上位者）の兼務につ

いて具体的に説明ください。   

品質管理責任者と製作管理技術者等との兼務は出来ません。 

ただし、平成28年 3月 31日までの期間を限定した措置として、Ｍ,Ｒ,

Ｊグレードについては緩和措置を行っています。詳細は、全鉄評のお

問い合わせください。 

11）Ｍグレードの当該管理担当

者は、品質管理体制①～⑧との

兼務は可能ですか。    

兼務はできません。ただし、⑥の外注管理責任者は①の製作管理

技術者又は②の溶接管理技術者と、⑦の材料管理責任者は①又は

②との兼務は認めています。 

 

12）Ｒグレードで超音波資格が

レベル１の時は外注管理責任

者及び基準は必要ですか。 

レベル１で受審をした場合、レベル２以上の資格者に外注する必

要があります。したがって、外注管理責任者及び基準が必要にな

ります。 

13）超音波検査管理技術者で、

ＪグレードはＮＤＩ（レベル

２）なのに、なぜＲグレードは

ＮＤＩ（レベル１）になってい

るのですが。 

 

 

 

Ｊグレードでは検査管理技術者の資格は不要として、検査業務を

「外注可」としています。超音波検査の判定はレベル２の資格が必要

なためこの資格を要求しています。 

Ｒグレードでは、検査技術者の資格として①建築鉄骨製品検査技術

者又は②建築鉄骨超音波検査技術者又はＮＤＩ（ＮＤＩレベル１）の有

資格者を要求しています。ＮＤレベル 1 の場合、判定はレベル２の資

格者（外注可）が行う必要があります。 

14）評価を受審中に申請書に記

載している資格者が資格期限

を迎えました。資格者の資格更

新が完了したのでどうすれば

よいですか。   

 

更新が完了次第、新しい資格証のコピーを全鉄評に提出して下

さい。 

また、評価書が発行された後、大臣認定の進達中に資格が切れ

ることがあります。この場合、大臣認定の審査では資格証を差し

替えることを求められますので、速やかに資格更新の手続きを行

ってください。 

http://www.zentetsuhyo.co.jp/search/search_history.html
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＜質疑リスト

に戻る＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

15）認定書、指定書が届くまで

の間、看板等の認定番号の欄は

どうしたらいいのですか。   

性能評価の更新申請の場合は、現状の性能評価対象期限に改め

て発生する大臣認定申請手続き期間を加えることができること

を規定しています（性能評価業務約款第 2 条 8 項）。したがって、

大臣認定手続きの期間中は旧性能評価書は有効です。建築現場に

おける鉄骨製作工場名の表示（H4.9.30 建住指第 347 号、現在は

法的な拘束はないものの、行政庁毎の判断で運用されている）に

つきましては、上記のとおり性能評価書は有効であり、認定につ

いては申請中であることを発注者に説明し、個別の物件毎に対応

してください。 

16)資格者は正社員を要求され

ているが、正社員はどのような

雇用の種類ですか。また役員や

65 歳以上の場合についてはど

のような書類を申請書に添付

するのですか。  

 

 

 

 

 

 

正社員とは雇用保険被保険者の種類・区分で一般被保険者で

す。一般保険者は高年齢継続被保険者、短期雇用特例被保険者、

日雇労働被保険者以外のものを言います。通知書に記載されてい

る「取得時（取得後）被保険者種類・区分」は「1 又は 9 一般」

が正社員です。「2 又は 3 短期」は正社員としては認められませ

ん。 

申請書には、雇用保険被保険者資格取得等確認通知書のコピー

を縮小して申請書 JSAO-3-2 の書式に添付してください。雇用保

険被保険者番号のない会社役員、親族についてはその旨を記載

し、会社登記簿謄本のコピーを添付してください。65 歳以上に

ついては満年齢を記載し、雇用契約書のコピーを添付してくださ

い。 

 


